
２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006535

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 岩間工業団地テニスコート整備事業
評価区分 事務事業性質 建設・整備事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H27 H27 共催者・関係団体

小施策 05　施設の整備・充実

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費 02　体育施設費 000400000　岩間工業団地テニスコート整備事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
岩間工業団地テニスコートについては、
整備から２０年以上が経過し、マテフレッ
クスコートの劣化による損傷が激しく、毎
年修繕を実施しているが、修繕に要する
資材が製造中止となっており在庫もない
ことから、今後は、現在のマテフレックス
コートでの修繕は見込めないため、オム
ニコートへの全面張替え工事を実施す
る。

岩間工業団地テニスコート大規模改修工事 ・マテフレックスコート
からオムニコートへの全面張替え工事（４面2,800㎡）

・実施設計 ・改修
工事

委託料　　　 4,000,000円 工事
請負費　28,600,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

岩間工業団地テニスコート
④

対象
指標

岩間工業団地テニスコート ㎡

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

岩間工業団地テニスコートについては、整備から２０
年以上が経過し、マテフレックスコートの劣化による
損傷が激しく、毎年修繕を実施しているが、交換する
資材も製造中止となっており在庫もないことから、今

⑤
成果
指標

岩間工業団地テニスコート ㎡

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

オムニコートへの全面張替え工事
⑥

活動
指標

工事 件
工事監理 件

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 17,118 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 14,299 0

0 0.00 0 0.01 90

31,417 0 0 0

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.500 3,750 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 90 3,750 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 90 35,167 0 0

0 0 0 0

工事監理 件 0 0 0 0

工事 件 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

岩間工業団地テニスコート ㎡ 0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

岩間工業団地テニスコート ㎡ 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 -

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 0 財会事業コード 0

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 新規

補
助
単
独
区
分

所管省庁

　
重要事務事業 　

　 -
総合戦略関連事業 　 　

事務事業名 柿橋グラウンド整備事業
評価区分 事務事業性質 - 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
- - 共催者・関係団体 -

小施策 05　施設の整備・充実

　
補助率 -

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費 02　体育施設費 000300000　柿橋グラウンド整備事業 根拠法令 -
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 -
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
- - -

- - -

-

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

-
④

対象
指標

- -
- -
- -

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

-
⑤

成果
指標

- -
- -
- -

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

-
- -

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

-
⑥

活動
指標

- -
- -
-

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 1,339 0

0 0.00 0 0.00 0

1,339 0 0 0

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.000 0 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 0 0 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 1,339 0 0

0 0 0 0

- - 0 0 0 0

- - 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

- - 0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

- - 0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

- - 0 0 0 0 0 0

0 0

- -

0

成
果
指
標

- - 0 0 0 0

- - 0 0 0 0

0 0 0

- - 0 0 0 0 0 0 0

- - 0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

-

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

-

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

-有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

- - 名称 -

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

-

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

-

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

体育施設数 箇所 19 19 19 0

0 0 0 0

19 19 19

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

体育施設数 箇所 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 19 19 19

0 0 0 0

維持管理体育施設数 箇所 19 19 19

0 0 0

92,026

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 99,643 98,248 94,977 98,333 96,526 96,900

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 8,625 3,450 4,500 4,500 4,500

他課の協力分 千円 0 0 0 0

4,500 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.600 4,500 0.600 4,500 0.600 4,500職員割合 千円 1.15 8,625 0.46 3,450 0.60 4,500

93,833 92,026 92,400 92,026

92,362 91,988

事業費計（ア） 千円 91,018 94,798 90,477

一般財源 千円 91,018 94,798 90,428 93,831 91,988

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 49 2 38 38 38

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

直営施設の維持管理及び指定管理施設の調整
⑥

活動
指標

維持管理体育施設数 箇所

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

体育施設
④

対象
指標

体育施設数 箇所

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

安全で安心な施設でスポーツを楽しんでもらう
⑤

成果
指標

体育施設数 箇所

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　地方自治法第２４４条の２により、公の
施設について民間サービスのノウハウを
活用することから、指定管理者制度を導
入するとともに直営施設についても維持
管理を行う。  施設管理 体育館　２ グラ
ウンド　１０ ﾃﾆｽｺｰﾄ　３ 武道館　２ 弓道
場　１ プール　１

・指定管理施設の維持管理に伴う打合せ ・直営施設の維持管理

・指定管理施設の維持管理に伴う打合
せ ・直営施設の維持管理

・指定管理施設の維持管理に伴う打合
せ ・直営施設の維持管理

・指定管理施設の維持管理に伴う打
合せ ・直営施設の維持管理

賃金　　　　　　337,000円 需用
費　　　　3,598,000円 役務費
487,000円 委託費
70,862,000円 使用料賃借料
14,653,000円 工事請負費
324,000円 原材料費
85,000円 負担金
1,557,000円

09　教育費 06　保健体育費 02　体育施設費 000100000　体育施設管理運営事業 根拠法令 体育施設設置管理条例
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　施設の整備・充実

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 体育施設管理運営事業
評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

常に安全で安心な施設を市民に提供するための体育施設の管理は必
要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
指定管理施設については、管理業者変更後2年が経過し、スムーズな管理運営ができるよ
うになってきている。 今後も指定管理者と連携し、適正な管理運営及びサービスの向上に
努めていく。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
指定管理施設については、民間のノウハウを活かし市民サービスを向上させることができ
る。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
最小限の経費で運営している。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

○受益者負担の考え方

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
体育施設の不備に起因する事故等は、管理者である笠間市及び指定管理者として絶対
避けなければならないことであり、安全で安心な施設を市民に提供しなければならない。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006510

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名
水戸ホーリーホックホームタウン地域
交流事業

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体 協議会加盟９市町村

小施策 01　生涯スポーツの推進

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費000500000　水戸ホーリーホックホームタウン地域交流事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
茨城県内の水戸市及び周辺市町村並
びに産業経済団体等と連携を図りなが
ら、水戸ホーリーホックを組織的、広域的
に支援することにより、次代を担う子ども
たちの夢を育て、地域に根ざしたスポー
ツ文化を創造する。

・「笠間市の日」、「ホームタウンの日」に伴うPRとイベントの実施 ・
ホーリーホック事務所との各種連絡調整

・「笠間市の日」、「ホームタウンの日」に
伴うPRとイベントの実施 ・ホーリーホック
事務所との各種連絡調整

・「笠間市の日」、「ホームタウンの日」に
伴うPRとイベントの実施 ・ホーリーホック
事務所との各種連絡調整

・「笠間市の日」、「ホームタウンの
日」に伴うPRとイベントの実施 ・ホー
リーホック事務所との各種連絡調整

報償費　20,000円 賃金　10,000
円　需用費　 1,944円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

ホームタウン推進協議会構成市町村の住民を中心と
した集客向上を図る

⑤
成果
指標

「笠間市民の日」参加者数 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

「笠間市民の日」、「ホームタウン」の日などのイベント
による笠間市のPR

⑥
活動
指標

イベント開催回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

40 40

事業費計（ア） 千円 0 0 40

一般財源 千円 0 0 40 32 40

750 0.11 825 0.03 240

32 40 40 40

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.044 330 0.032 240 0.032 240職員割合 千円 0.10

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 750 825 240 330 240

他課の協力分 千円 0 0 0 0

240 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

40

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 750 825 280 362 280 280

1 1 1 1

0 0 0 0

イベント開催回数 回 1 1 1

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

人 0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

「笠間市民の日」参加者数 人 464 529 550 580

0 0 0 0

590 610 630

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である 水戸ホーリーホックを地域の活性化に重要な役割を果たす貴重なスポーツ資源として捉
え、地域への浸透、より多くのファンの獲得やホームタウンの機運醸成を図ることにより、加
盟市町村のスポーツ振興につながるため必要性が高い。□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 地域交流事業「笠間市民の日」、「ホームタウンの日」での笠間市のPRのほか、平成24年
度から水戸ホーリーホックアカデミーコーチによる市内の幼稚園・保育所における巡回指
導が行われるなど、子どもたちの健全育成を図る事業も展開しており有効性が高い。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
地域交流事業「笠間市民の日」は、観光大使の報償費や観客へのプレゼント代など最低
限の予算で運営しているため、削減の余地はない。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
水戸ホーリーホックは、地域に密着しているプロサッカーチームであり、協議会構成市町村
に対しては、各種交流事業を提供いただいており、特に子どもたちにとってはプロの試合
を無料で観戦したり、選手と直接交流できる機会も創設され、貴重な体験の場となっており
必要性が高い。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

ホーリーホックをサポートする中で、次代を担う子どもたちの夢を育て、
地域に根ざしたスポーツ文化を創造できる。水戸ホーリーホックが今
後、さらに発展・成長していくためには、市町村部会による組織的・広域
的なサポートが必要であるため、現行どおり継続する。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006519

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 スポーツ少年団補助金交付事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 01　生涯スポーツの推進

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001400000　スポーツ少年団補助金交付事業 根拠法令 スポーツ振興計画
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○ ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　スポーツによる青少年の心身の健全育
成を目的に活動しているスポーツ少年団
に補助金を交付による支援を行い、組織
の強化、活動の活性化を図る。 　少子
化の進行により、団員を確保することが
難しい状況になっている。  スポーツ少
年団数　３５団

スポーツ少年団補助金交付事務 少年団員数 760人
指導者数 220人 合
計980人

スポーツ少年団補助金交付事務 スポーツ少年団補助金交付事務 スポーツ少年団補助金交付事務

補助金　1,768,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

スポーツ少年団加盟団体
④

対象
指標

加盟団体数 団体

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

スポーツ少年団員及び指導者の人数増加
⑤

成果
指標

登録者数（団員・指導者） 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

スポーツ少年団活動の支援に伴う補助
⑥

活動
指標

補助団体数 団体

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 5,250 0

県支出金 千円 0 0 2,625 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 8,715 0 0 0 0

1,820 1,820

事業費計（ア） 千円 0 0 21,000

一般財源 千円 0 0 4,410 1,716 1,820

1,125 0.31 2,288 0.21 1,590

1,716 1,820 1,820 1,820

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.120 900 0.212 1,590 0.212 1,590職員割合 千円 0.15

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 1,125 2,288 1,590 900 1,590

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,590 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,820

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 1,125 2,288 22,590 2,616 3,410 3,410

34 35 35 35

0 0 0 0

補助団体数 団体 40 39 35

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

35

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

加盟団体数 団体 40 39 35 0 35 35

0 0 0

成
果
指
標

登録者数（団員・指導者） 人 1,089 1,025 914 875

0 0 0 0

980 980 980

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

○少子化による児童・生徒数の減少 ○青少年のスポーツ活動の多様化（スポーツ少年団以外の民間団体での活動など）

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
少子化の影響により活動規模縮小や解散するスポーツ少年団がある現状において、青少
年育成の場を存続していくために行政として支援が必要である。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
今後少子化が進む中で、スポーツ少年団の団員確保が困難となると予想される。よって、
活動経費助成の有効性が向上すると考えられる。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
年々団員数が減少しており、一人当たりの負担が増加している中で、補助金の削減・廃止
をすることはできない。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
スポーツ少年団活動は、青少年の健全育成はもとより、将来に向けてスポーツ指導者の拡
充などが期待でき、活動の支援と助成を行う必要性は非常に高い。 今後、少子化による団
員・団数の減少が予想されるため、少年団組織の体制強化を図っていく。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

一人でも多くの青少年にスポーツの喜びをしってもらう、また、スポーツ
を通じて青少年のからだとこころを育てる組織として、支援する必要があ
る。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006450

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ○

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 スポーツ振興事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 01　生涯スポーツの推進

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費000200000　スポーツ振興事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
市民のスポーツ・レクリエーションの振興
を図るため、スポーツ推進審議会を開催
し、市スポーツ振興計画の策定・計画の
見直しを検討する。その他、スポーツ・レ
クリエーションの振興に必要な事務を行
なう。

スポーツ推進審議会の開催 Ｂ＆Ｇ水泳大会の参加 Ｂ＆Ｇ協議会
会議・研修会の参加

２回開催

スポーツ推進審議会の開催 Ｂ＆Ｇ水泳
大会の参加 Ｂ＆Ｇ協議会会議・研修会
の参加

スポーツ推進審議会の開催 Ｂ＆Ｇ水泳
大会の参加 Ｂ＆Ｇ協議会会議・研修会
の参加

スポーツ推進審議会の開催 Ｂ＆Ｇ
水泳大会の参加 Ｂ＆Ｇ協議会会
議・研修会の参加

旅費　85,000円　　需用費
115,000円　　役務費　24,000円
負担金及び交付金　50,000円
償還金，利子及び割引料
1,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間市スポーツ振興計画を見直し、市民のスポーツ
レクリエーションの振興を図る

⑤
成果
指標

開催回数 回

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間市スポーツ推進審議会の開催 Ｂ＆Ｇ水泳大会
の参加

⑥
活動
指標

開催回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 1,381 0

県支出金 千円 0 0 690 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 2,291 0 0 0 0

302 302

事業費計（ア） 千円 0 0 5,520

一般財源 千円 0 0 1,158 264 302

0 0.00 0 0.09 660

264 302 302 302

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.128 960 0.088 660 0.088 660職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 660 960 660

他課の協力分 千円 0 0 0 0

660 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

302

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 6,180 1,224 962 962

0 2 2 2

0 0 0 0

開催回数 回 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

9

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市民 人 0 0 9 9 9 9

0 0 0

成
果
指
標

開催回数 回 0 0 0 0

0 0 0 0

2 2 2

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
スポーツ推進審議会を開催し、スポーツ振興計画の見直し・策定をすることによってスポー
ツやレクリエーションの振興を図ることができるため必要性が高い。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
Ｂ＆Ｇ水泳大会・研修会への参加やスポーツ振興計画の見直し・策定により市民へのス
ポーツ振興が図れるため有効性が高い。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
必要最小限の経費で実施しており削減する余地はない。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
Ｂ＆Ｇ水泳大会・研修会への参加やスポーツ推進審議会を開催しスポーツ振興計画の見
直しをすることにより、スポーツ振興を図ることができるだけでなく、市全体の活性化にもつ
ながることから必要な事業である。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

Ｂ＆Ｇ水泳大会・研修会への参加やスポーツ推進審議会を開催しス
ポーツ振興計画の見直しをすることにより、スポーツ振興を図ることがで
きるだけでなく、市全体の活性化にもつながることから現行どおり継続
する。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006521

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 各種スポーツ教室開催事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体 Ｂ＆Ｇ財団、ＪＧＴＯ

小施策 01　生涯スポーツの推進

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001500000　各種スポーツ教室開催事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
市主催のウォークラリー大会・アイスス
ケート教室を開催したほか、Ｂ＆Ｇ水泳
大会（Ｂ＆Ｇ財団主催）、スナッグゴルフ
大会（ＪＧＴＯ主催）の開催に際し、支援
を行った。

・ウォークラリー大会の開催 ・アイススケート教室の開催 ・Ｂ＆Ｇ水
泳大会県大会、スナッグゴルフ大会への支援 ・小学生対抗アー
ムレスリング大会の開催

ウォークラリー大会
参加者　　２００名
アイススケート教室
参加者　　６０名

・ウォークラリー大会の開催 ・アイスス
ケート教室の開催 ・Ｂ＆Ｇ水泳大会県大
会、スナッグゴルフ大会への支援 ・小学
生対抗アームレスリング大会の開催

・ウォークラリー大会の開催 ・アイスス
ケート教室の開催 ・Ｂ＆Ｇ水泳大会県大
会、スナッグゴルフ大会への支援 ・小学
生対抗アームレスリング大会の開催

・ウォークラリー大会の開催 ・アイス
スケート教室の開催 ・Ｂ＆Ｇ水泳大
会県大会、スナッグゴルフ大会への
支援 ・小学生対抗アームレスリング
大会の開催

報償費　130,000円　　需用費
41,000円　　役務費　22,000円
使用料及び賃借料　1,000円
旅費　5,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

市主催でスポーツ教室を開催したり、関係団体が主
催するスポーツ大会を支援することにより、市民がス
ポーツに親しむ機会を提供する

⑤
成果
指標

参加者数 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ウォークラリー大会、アイススケート教室を実施し、Ｂ
＆Ｇ水泳大会、スナッグゴルフ大会を支援する。

⑥
活動
指標

開催回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 21,050 0

県支出金 千円 0 0 10,525 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 34,943 52 70 70 70

144 144

事業費計（ア） 千円 0 0 84,200

一般財源 千円 0 0 17,682 138 144

375 0.28 2,085 0.18 1,350

190 214 214 214

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.192 1,440 0.180 1,350 0.180 1,350職員割合 千円 0.05

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 375 2,085 1,350 1,440 1,350

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,350 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

214

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 375 2,085 85,550 1,630 1,564 1,564

0 5 5 5

0 0 0 0

開催回数 回 4 4 5

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市民 人 0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

参加者数 人 263 192 200 331

0 0 0 0

200 200 200

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
各種スポーツ教室や大会には、多くの市内小学生が参加しており、青少年の心身の健全
な育成を図る上で必要性が高い。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
ウォークラリー大会、アイススケート教室は小学生を中心に人気があり、昨年に比べ参加者
数も増えており、市民に対する波及効果は大きく、有効性が高い。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
必要最小限の経費で実施しており，削減する余地はない。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

各種スポーツ教室や大会には、多くの市内小学生が参加しており、青少年の心身の健全
な育成を図る上で今後も継続する必要がある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

ウォークラリー大会は、家族や友だちとコミュニケーションをとりながら実
践でき、地域の再発見ができるスポーツとして、アイススケート教室はウ
インタースポーツとして人気があり、参加者も多く、現行どおり継続す
る。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名
スポーツイベント事業（合併１０周年
記念事業）

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H27 H27 共催者・関係団体

１０周年記念事業実
行委員会小施策 01　生涯スポーツの推進

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001700000　スポーツイベント事業（合併10周年記念事業） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○ ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
平成２８年３月に合併から１０年となること
から、合併１０周年記念事業としてのス
ポーツイベントを開催する。

・臨時職員の雇用　3名 ・合併１０周年記念スポーツイベントの開
催 　①メイン事業 　②冠事業

メイン事業（かさま
市民運動会）の実
施

補助金　8,000,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

メイン事業参加者数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

合併１０周年を記念して市民が参加するスポーツイベ
ントを開催することにより、市民の一体感醸成を図り、
笠間市の更なる発展に寄与する。

⑤
成果
指標

スポーツイベント事業数 事業

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

合併１０周年を記念したスポーツイベントの開催
⑥

活動
指標

スポーツイベント事業数 事業

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 2,250 0

県支出金 千円 0 0 1,125 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 3,735 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 9,000

一般財源 千円 0 0 1,890 0 0

0 0.00 0 0.01 90

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.000 7,500 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 90 7,500 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 9,090 7,500 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

スポーツイベント事業数 事業 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

メイン事業参加者数 人 0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

スポーツイベント事業数 事業 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

平成２７年度に新笠間市誕生１０周年記念メイン事業として、かさま市民運動会を開催する。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
平成２７年度の事業に向け、準備を開始したところである。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
平成２７年度の事業実施に向け、準備を開始したところである。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
平成２７年度の事業実施に向け、準備を開始したところである。

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

平成２７年度の事業実施に向け、準備を開始したところである。有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

平成２７年度の事業実施に向け、準備を開始したところである。

資源配分 拡  　　　　　充

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ○

国・県補助 茨城県
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
緊急雇用（スポーツイベント事業・合
併１０周年記念事業）

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H26 H27 共催者・関係団体

10周年記念事業実行
委員会小施策 01　生涯スポーツの推進

　
補助率 10/10

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費000800000　緊急雇用（スポーツイベント事業・合併10周年記念事業） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
平成28年3月に合併から10年となること
から、合併10周年記念事業としてのス
ポーツイベントを開催する。

・臨時職員の雇用　3名 ・合併10周年記念スポーツイベントの開
催 ①メイン事業 ②冠事業

臨時職員の雇用　3
名

共済費　　669,000円 賃金
4,990,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

メイン事業参加者数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

合併10周年を記念して市民が参加するスポーツイベ
ントを開催することにより、市民の一体感醸成を図り、
笠間市の更なる発展に寄与する。

⑤
成果
指標

スポーツイベント事業数 事業

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

合併10周年を記念したスポーツイベントの開催
⑥

活動
指標

スポーツイベント事業数 事業

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.00 0 0.00 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.000 0 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 0 0 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

スポーツイベント事業数 事業 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

メイン事業参加者数 人 0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

スポーツイベント事業数 事業 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006517

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 学校体育施設開放事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 02　地域スポーツ活動の推進

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001200000　学校体育施設開放事業 根拠法令 笠間市立小学校及び中学校の体育施設の開放に関する規則

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　市民が身近にスポーツを実践すること
ができる場、また、活発な交流が行われ
るコミュニケーションの場として学校体育
施設を市民に開放する。 　また、２７年
度から廃校となる学校についても、市民
に開放していく。  小中学校の学校体育
施設 　　体育館　　 １７施設 　　グラウン
ド　１７施設 ２７年度廃校となる学校
体育館　　　４施設 　　グラウンド　 ４施
設

・利用団体への通知 ・学校体育施設開放事業代表者会議の開
催 ・開放事業備品の管理 ・開放利用状況の把握

利用団体数 　１８０
団体

・利用団体への通知 ・学校体育施設開
放事業代表者会議の開催 ・開放事業備
品の管理 ・開放利用状況の把握

・利用団体への通知 ・学校体育施設開
放事業代表者会議の開催 ・開放事業備
品の管理 ・開放利用状況の把握

・利用団体への通知 ・学校体育施
設開放事業代表者会議の開催 ・開
放事業備品の管理 ・開放利用状況
の把握

事業推進報償費　144,000円 需
用費　　 　　   5,000円 備品購
入費　　　168,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

市民が身近でスポーツができ、活発にコミュニケー
ションを図る場とする

⑤
成果
指標

利用団体数 団体

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市内小学校及び中学校の体育施設を市民に開放
⑥

活動
指標

開放日数 日

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 42,000 0

県支出金 千円 0 0 36,750 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 87,150 0 0 0 0

317 317

事業費計（ア） 千円 0 0 210,000

一般財源 千円 0 0 44,100 312 317

3,000 0.27 2,040 0.16 1,230

312 317 317 317

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.164 1,230 0.164 1,230 0.164 1,230職員割合 千円 0.40

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,000 2,040 1,230 1,230 1,230

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,230 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

317

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 3,000 2,040 211,230 1,542 1,547 1,547

0 365 365 365

0 0 0 0

開放日数 日 358 358 365

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

21

21 21 21 0 21 21 21

対
象
指
標

市民 人 21 21 21 0 21 21

0 0 0

成
果
指
標

利用団体数 団体 166 180 180 0

0 0 0 0

180 180 180

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
行政・学校・地域が互いに連携することで、市民の生涯スポーツの普及・競技力向上に寄
与できる。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 市内１７校の小・中学校体育施設、平成２７年度に廃校となる学校４校について、ほぼすべ
ての施設で利用されており、利用率は非常に高く、市民への波及効果は相当なものであ
る。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
施設のカギの管理に伴う謝金、需用費（消耗品）のみであり、必要最低限度の経費である。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

利用者が多いため同時間帯に２団体の利用など、出来るだけ多くの団体が利用できるよう
に団体間の調整を実施し、効率的な活用となっている。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

学校体育施設は、市民が身近にスポーツを実践することができる場、ま
た、活発な交流が行われるコミュニケーションの場として非常に有効的
に利用されている。また、２７年度から廃校となる４校についても体育施
設を開放していく。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006514

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ○

　独立行政法人日本スポーツ振興センター
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名
かさま陶芸の里ハーフマラソン大会
事業

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

かさま陶芸の里ハー
フマラソン大会実行
委員会

小施策 03　競技スポーツの振興

　
補助率 4/5

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費000900000　かさま陶芸の里ハーフマラソン大会事業 根拠法令 大会要項
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ○ ―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　小学生・親子（２．５km）、中学生（３．５
km）、一般（５ｋｍ、ハーフマラソン）の４種
目で２３部門に約６，０００名の参加者を
見込んでいる。 　参加料として、小・中学
生が１，０００円（市内在住在学者５００
円）、親子・一般（５ｋｍ）が３，０００　円
（高校生１，５００円）、ハーフマラソンが
４，０００円（高校生２，０００円）となる。な
お、ハーフマラソンは、公認コースによる
公認競技会として実施している。 　茨城
県陸上競技協会、市体育協会、スポー
ツ推進委員、スポーツ少年団などの関係
団体と連携し大会を運営する。 　大会を
通して「笠間市」の知名度アップとリピー
ターの増加を図る。また、参加者の健康
増進、体力強化に務めるとともに、競技
スポーツとしてのマラソン人口の拡充に
資する。

・かさま陶芸の里ハーフマラソン大会実行委員会の開催 ・関係団
体との各種調整 ・大会のＰＲ及び参加者の募集 ・大会当日の運
営

参加者数 ６，０００
名

・かさま陶芸の里ハーフマラソン大会実
行委員会の開催 ・関係団体との各種調
整 ・大会のＰＲ及び参加者の募集 ・大
会当日の運営

・かさま陶芸の里ハーフマラソン大会実
行委員会の開催 ・関係団体との各種調
整 ・大会のＰＲ及び参加者の募集 ・大
会当日の運営

・かさま陶芸の里ハーフマラソン大会
実行委員会の開催 ・関係団体との
各種調整 ・大会のＰＲ及び参加者の
募集 ・大会当日の運営

実行委員会補助金7,820,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民等（市内小中学校）
④

対象
指標

市内小中学校数 校

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

市民の体力向上と健康増進を図る 大会を通して「笠
間市」を全国にPRする

⑤
成果
指標

市民参加者数 人
市外参加者数 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

かさま陶芸の里ハーフマラソン大会の開催
⑥

活動
指標

実行委員会開催回数 回
ボランティア係員数 人

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 4,513 4,892 5,536 6,256 6,256 6,256

2,284 1,564

事業費計（ア） 千円 3,600 8,975 7,645

一般財源 千円 3,600 4,462 2,753 2,284 1,564

6,000 1.50 11,250 2.28 17,100

7,820 7,820 8,540 7,820

1,763 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 312 561 0 0 0

2.280 17,100 2.280 17,100 2.280 17,100職員割合 千円 0.80

人
件
費 8,205 8,205 0

人件費計（イ） 千円 8,550 19,799 27,629 25,305 25,305

他課の協力分 千円 2,550 7,519 8,205 8,205

25,305 0

0

嘱託臨時 千円 0 718

7,820

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 12,150 28,774 35,274 33,125 33,125 33,845

0 2 2 2

ボランティア係員数 人 233 264 319 0

実行委員会開催回数 回 2 2 2

400 400 400

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

17

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市内小中学校数 校 21 21 21 0 17 17

0 0 0

成
果
指
標

市民参加者数 人 1,825 1,873 1,933 0

0 0 0 0

2,000 2,000 2,000

市外参加者数 人 2,344 3,013 3,544 0 4,000 4,000 4,000

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である 多くの市内小中学生が参加しており、体力向上、健康増進はもとより、スポーツを通して人
間形成を図るなど教育的な側面も持っている。また、市民と参加者が交流することによっ
て、地域の活性化を図ることができる。□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 今年度の参加者（エントリー数）は、５，４７７人となっており、昨年度より約６００名増加した。
参加賞に笠間焼やＢ級グルメであるいなり寿司、特別賞に地元の特産品を使用するなど
地場産業の振興にも寄与している。また、全国から参加者があり、観光のまち笠間市のイ
メージアップを図るよい機会になっている。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない 運営体制が多くのボランティア・市職員に支えられて成り立っているため、事業費を削減す
ることは難しい。収入面では、広く協賛企業（要項の見直しを行った）を募集し増額すること
ができた。□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

Ｈ２５年度に引き続き「全国ランニング大会１００撰」に選出されるなど、一定の評価を受け
た。 今後、更に充実した大会運営を図っていく。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

日本陸連公認コースのハーフマラソンを導入して２回目の大会開催で
あったが盛会に実施することができ、更に充実した大会運営を図る。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006470

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ○

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名
県下中学校交歓笠間市駅伝大会事
業

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
S39 単年度繰返し 共催者・関係団体

笠間市体育協会笠間
市スポーツ推進委員
協議会

小施策 03　競技スポーツの振興

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費000300000　県下中学校交歓笠間市駅伝大会事業 根拠法令 大会要項
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
東京オリンピックの開催を記念して始
まった中学生対象の駅伝大会であり、平
成２７年度に第５３回を数える歴史ある大
会となっている。中学生の健全育成と競
技力向上を図ることを目的に開催してい
る。 男子　７区間（１９．８９km） 女子　７
区間（１５．３９km）

県内中学校への周知及び参加校募集 大会説明会の開催 大会
当日の運営

参加校数 ５０校

県内中学校への周知及び参加校募集
大会説明会の開催 大会当日の運営

県内中学校への周知及び参加校募集
大会説明会の開催 大会当日の運営

県内中学校への周知及び参加校募
集 大会説明会の開催 大会当日の
運営

報償費　653,000円 需用費
512,000円 役務費　281,000円
委託料　117,000円 使用料及び
賃借料　39,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

県内中学生
④

対象
指標

県内中学校数 校

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

中学生の心身ともに健全な育成、競技力向上を図る
⑤

成果
指標

参加校数 校
参加チーム数 チーム

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

県下中学校交歓笠間市駅伝大会の開催
⑥

活動
指標

開催回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 470 440 410 400 500 500 500

1,102 1,102

事業費計（ア） 千円 1,300 1,350 1,388

一般財源 千円 830 910 978 1,059 1,102

4,500 0.49 3,638 0.44 3,300

1,459 1,602 1,602 1,602

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.600 4,500 0.600 4,500 0.600 4,500職員割合 千円 0.60

人
件
費 1,920 1,920 0

人件費計（イ） 千円 6,120 5,258 5,220 6,420 6,420

他課の協力分 千円 1,620 1,620 1,920 1,920

6,420 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,602

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 7,420 6,608 6,608 7,879 8,022 8,022

0 1 1 1

0 0 0 0

開催回数 回 1 1 1

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

61

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

県内中学校数 校 61 61 61 0 61 61

0 0 0

成
果
指
標

参加校数 校 38 50 33 0

0 0 0 0

50 50 50

参加チーム数 チーム 92 100 82 0 100 100 100

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
青少年の心身の健全な育成、競技力向上を図る上で重要な事業である。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
中学校１・２年生を対象とする駅伝大会で、平成27年度の開催で53回を数える歴史と伝統
のある大会である。また、同規模の大会はひたちなか市の三浜駅伝大会のみである。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
体育協会・スポーツ推進委員協議会などの各関係団体や一般ボランティアの協力を得て
最小限の経費で運営している。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

参加チーム数については本年度は８２チームの参加で、平年並となった。歴史と伝統のあ
る大会であり、今後も継続して開催していくことが望まれる。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

歴史と伝統のある大会であり、青少年の健全な育成及び競技力向上を
図るため、今後も継続して実施する。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006515

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 体育協会支援・強化事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 03　競技スポーツの振興

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001000000　体育協会支援・強化事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○ ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
笠間市体育協会加盟団体が開催する各
種スポーツ大会や各種スポーツ教室を
側面から支援し、スポーツの振興を図
る。 加盟団体数　２６団体

・加盟団体支援及び補助金の給付 各種大会等の実施

・加盟団体支援及び補助金の給付 ・加盟団体支援及び補助金の給付 ・加盟団体支援及び補助金の給付

体育協会補助金　2,455,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市内スポーツ団体
④

対象
指標

体育協会加盟団体 団体

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間市体育協会の活動を支援し、強化を図る
⑤

成果
指標

登録人数 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

体育協会28団体の活動支援及び強化
⑥

活動
指標

支援団体数 団体

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

2,455 2,455

事業費計（ア） 千円 3,152 2,455 2,455

一般財源 千円 3,152 2,455 2,455 2,455 2,455

3,000 0.23 1,688 0.11 840

2,455 2,455 2,455 2,455

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.100 750 0.090 675 0.080 600職員割合 千円 0.40

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,000 1,688 840 750 675

他課の協力分 千円 0 0 0 0

600 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

2,455

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 6,152 4,143 3,295 3,205 3,130 3,055

0 26 26 26

0 0 0 0

支援団体数 団体 30 28 26

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

26

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

体育協会加盟団体 団体 30 28 26 0 26 26

0 0 0

成
果
指
標

登録人数 人 3,817 3,642 3,362 0

0 0 0 0

3,400 3,400 3,400

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である スポーツを推進する組織を育成支援することで，市民スポーツの底辺拡大を図ることがで
きる。また，体育協会加盟団体が各種事業を開催することで競技スポーツ推進の基盤強化
が図られている。□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
現状においては，加盟団体のすべてが市民を対象にした事業開催をしている状況には
至っていないため，工夫により各種事業の開催数の増を図る。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない
これまでは行政が事務局を行い支援してきたが，体育協会についても独自の事務局を組
織し平成２７年度から自主運営ができるよう進めている。

■ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
それぞれの加盟団体が市民に対し，各種大会等の提供をしており活動は安定してきてい
る。体育協会も独自の事務局を組織し，自主運営の方向に向うことが一層の発展に繋がる
と期待される。

有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

事務所の確保及び体育協会事務局の強化 名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

現在、スポーツ振興課が事務を行っているので、平成２７年度より事務
体制を段階的に移行していく必要がある。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

スポーツ振興課で行っている体育協会
事務について、体育協会が事務をとり、
自主運営ができる体制を整える。

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006500

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 姉妹都市スポーツ交流事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 03　競技スポーツの振興

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費000400000　姉妹都市スポーツ交流事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　スポーツイベントを通して姉妹都市交
流を市民レベルで行うことにより、相互の
理解・交流をより深める。栃木県矢板市
で行われる矢板たかはらマラソン大会に
笠間市民を派遣し、かさま陶芸の里マラ
ソン大会に矢板市民を受け入れ、相互
に大会に参加してもらい交流を図ってい
る。

・矢板マラソン大会への参加者募集 ・矢板マラソンへの選手の引
率 ・かさま陶芸の里マラソン大会への矢板市選手団受け入れ ・
矢板市との連絡調整

参加者数 ４０名

・矢板マラソン大会への参加者募集 ・矢
板マラソンへの選手の引率 ・かさま陶芸
の里マラソン大会への矢板市選手団受
け入れ ・矢板市との連絡調整

・矢板マラソン大会への参加者募集 ・矢
板マラソンへの選手の引率 ・かさま陶芸
の里マラソン大会への矢板市選手団受
け入れ ・矢板市との連絡調整

・矢板マラソン大会への参加者募集
・矢板マラソンへの選手の引率 ・か
さま陶芸の里マラソン大会への矢板
市選手団受け入れ ・矢板市との連
絡調整

需用費  25,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

栃木県矢板市とスポーツイベントをとおした交流事業
の実施

⑤
成果
指標

参加者数 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

姉妹都市交流事業の実施
⑥

活動
指標

実施回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

25 25

事業費計（ア） 千円 18 28 23

一般財源 千円 18 28 23 25 25

1,500 0.06 450 0.03 210

25 25 25 25

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.028 210 0.028 210 0.028 210職員割合 千円 0.20

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 1,500 450 210 210 210

他課の協力分 千円 0 0 0 0

210 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

25

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 1,518 478 233 235 235 235

0 1 1 1

0 0 0 0

実施回数 回 1 1 1

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

人 0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

参加者数 人 23 30 40 0

0 0 0 0

40 40 40

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である 相互に教育、文化、産業、経済など広く交流を図り、友好と理解を深め、相たずさえて発展
することを願い姉妹都市を提携している。本事業についてはスポーツを通して相互の交流
を図るものであり、今後も継続していく必要性がある。□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 矢板たかはらマラソン大会の参加者数は例年２０～３０名であり、今年度も同様であった。
今後、体育協会やスポーツ少年団などの関係団体に働きかけることで市民レベルでの交
流が期待される。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
最小限の経費で運営している。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
一般参加者を募集しマラソン大会への派遣を行っている。 今後は、市民レベルでの交流
が更に促進されるよう参加者の増加を図るため、体育協会やスポーツ少年団など関係団
体への働きかけを行う。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

姉妹都市交流事業は、単年度のみ実施するのではなく継続していくこ
とで更なる成果が期待できる。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006518

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 スポーツ奨励金事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 03　競技スポーツの振興

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001300000　スポーツ奨励金事業 根拠法令 笠間市スポーツ奨励金交付要綱
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　笠間市独自のスポーツ奨励金制度に
より、笠間市を代表して全国大会等に出
場した場合に、スポーツ奨励金及び褒
状を交付することにより、スポーツの振興
を図る。

・申請書（大会要項・予選結果を添付）　の受理 ・決定通知の送
付 ・スポーツ奨励金及び褒状の交付

・申請書（大会要項・予選結果を添付）
の受理 ・決定通知の送付 ・スポーツ奨
励金及び褒状の交付

・申請書（大会要項・予選結果を添付）
の受理 ・決定通知の送付 ・スポーツ奨
励金及び褒状の交付

・申請書（大会要項・予選結果を添
付）　の受理 ・決定通知の送付 ・ス
ポーツ奨励金及び褒状の交付

報償費　　 　928,000円 印刷製
本費　  11,000円 役務費
13,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市在住・在勤の全国大会出場者
④

対象
指標

笠間市在住・在勤の全国大会出場者 人・団体

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

国際大会、全国大会出場者の増加を促進し、スポー
ツの振興を図る。

⑤
成果
指標

スポーツ奨励金交付者数 人・団体

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

全国大会出場者への奨励金及び褒状の交付
⑥

活動
指標

スポーツ奨励金交付者数 人・団体

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

952 952

事業費計（ア） 千円 1,380 1,100 952

一般財源 千円 1,380 1,100 952 1,017 952

1,125 0.09 690 0.08 570

1,017 952 952 952

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.076 570 0.076 570 0.076 570職員割合 千円 0.15

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 1,125 690 570 570 570

他課の協力分 千円 0 0 0 0

570 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

952

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 2,505 1,790 1,522 1,587 1,522 1,522

0 60 60 60

0 0 0 0

スポーツ奨励金交付者数 人・団体 65 54 60

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

60

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

笠間市在住・在勤の全国大会出場者 人・団体 65 54 60 0 60 60

0 0 0

成
果
指
標

スポーツ奨励金交付者数 人・団体 65 54 60 0

0 0 0 0

60 60 60

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間市を代表して全国大会や国際大会に出場する個人・団体を支援することにより、競技
力の向上と競技スポーツの振興を推進することができ、必要性が高い。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 昨年度はスポーツ奨励金のみの交付だったが、今年度からスポーツ奨励金に加え、褒状
を交付した。また、全国大会や国際大会において、笠間市の選手及び団体が活躍すること
は、本市のスポーツ振興のみならず、市全体の活性化につながり、有効性が高い。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
出場する大会区分、開催地区区分に応じ、個人および団体の奨学金の額が決定してお
り、削減の余地はない。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
笠間市のスポーツ振興を図る上で、市民の手本や目標となる選手・団体への支援は、後の
指導者の養成にも発展する可能性があり、市全体の活性化にもつながり、有効な制度と考
えられる。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

笠間市独自のスポーツ奨励金制度を行うことにより、市民のスポーツへ
の意欲や関心を高めるだけでなく、全国大会出場や国際大会出場とい
う目標ができ、アスリートとしての意識の高揚や競技力向上が考えられ
るため、現行どおり継続する。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006524

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ○

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 茨城国体推進事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H26 H31 共催者・関係団体

茨城県、各競技会場
自治体、各競技団
体、茨城国体笠間市

小施策 03　競技スポーツの振興

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001800000　茨城国体推進事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○ ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
平成３１年に「翔べ　羽ばたけ　そして未
来へ　いきいき茨城ゆめ国体」（茨城国
体）が開催され、笠間市においては、正
式競技３競技「ゴルフ（少年男子・女
子）」・「軟式野球（成年男子）」・「クレー
射撃（全種目）」、デモンストレーション競
技１競技「合気道」を実施する。各競技
の運営は、会場地となる自治体が行うこ
ととなるため、国体運営に必要な組織の
設置準備から組織運営を行い、茨城国
体の成功及びスポーツ・レクリエーショ
ン・競技スポーツの振興を図る。

・国体準備委員会の設立準備（発起人会の立ち上げ、委員等の
人選、事業計画の作成） ・国体準備委員会の設立 ・国体準備委
員会総会の開催（事業計画・予算・各種委員会設置等の決定） ・
常任委員会の運営 ・専門委員会（総務・企画、競技式典、宿泊・
衛生、輸送・交通）の運営 ・国体準備委員会の事務処理 ・先催
国体の視察及び報告会への出席 ・中央・県競技団体及び関係
市町村との調整

・準備委員会の設
立

・国体準備委員会の運営 ・常任委員会
の運営 ・専門委員会の運営 　①総務・
企画委員会（各種調査、記念行事等の
検討・ 　開催、広報基本計画策定等）
②競技式典委員会（各種調査、中央・県
競技団体との 　調整（リハ大会、式典）、
施設整備計画の策定、施設 　の整備
等） 　③宿泊・衛生委員会（仮配宿、転
用施設の調査等） 　④運輸・交通委員
会（各種調査等） ・国体準備委員会の事
務処理 ・先催国体の視察及び報告会へ

・国体実行委員会の設立（国体準備委
員会から移行） ・常任委員会の運営 ・専
門委員会の運営 　①総務・企画委員会
（各種調査、企業協賛・募金 　活動等の
推進、広報啓発活動、ボランティア募集
観光・接伴基本計画の作成等） 　②競
技式典委員会（各種調査、中央・県競技
団体 　との調整（リハ大会、式典）、施設
の整備等） 　③宿泊・衛生委員会（転用
施設の調査、民泊の検 　討等） 　④運
輸・交通委員会（輸送計画、消防防災・

・常任委員会の運営 ・専門委員会
の運営 ①総務・企画委員会（各種
調査、企業協賛・募金活動等の推
進、広報啓発活動、ボランティア募
集観光・接伴基本計画の作成等）
②競技式典委員会（各種調査、中
央・県競技団体との調整（リハ大会、
式典）、施設の整備等） ③宿泊・衛
生委員会（転用施設の調査、民泊の
検討等） ④運輸・交通委員会（輸送
計画、消防防災・警備計画策定等）

旅費　1,154,000円 需用費
48,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

国体実行（準備）委員会
④

対象
指標

委員数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

国体実行（準備）委員会、常任委員会・専門委員会
の開催し、茨城国体の成功及びスポーツ・レクリエー
ション、競技スポーツの振興を図る。

⑤
成果
指標

国体実行（準備）委員会開催数 回
常任委員会・専門委員会開催数 回

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

国体実行（準備）委員会、常任委員会・専門委員会
の開催

⑥
活動
指標

国体実行（準備）委員会開催数 回
常任委員会・専門委員会開催数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

1,202 10,000

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 623 2,000

0 0.00 0 0.21 1,560

623 2,000 1,202 10,000

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.300 2,250 0.500 3,750 0.500 3,750職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 1,560 2,250 3,750

他課の協力分 千円 0 0 0 0

3,750 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

10,000

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 1,560 2,873 5,750 4,952

0 2 2 0

常任委員会・専門委員会開催数 回 0 0 0 0

国体実行（準備）委員会開催数 回 0 0 0

5 5 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

150

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

委員数 人 0 0 0 0 150 150

0 0 0

成
果
指
標

国体実行（準備）委員会開催数 回 0 0 0 0

0 0 0 0

2 2 2

常任委員会・専門委員会開催数 回 0 0 0 0 5 5 5

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006512

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 市長杯スナッグゴルフ大会事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H26 ‐ 共催者・関係団体

宍戸ヒルズカントリー
クラブ小施策 03　競技スポーツの振興

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費000700000　市長杯スナッグゴルフ大会事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
毎年開催されるスナッグゴルフ全国大会
の出場権を争う、茨城Ａ地区予選会の為
のプレ試合として開催することにより、選
手の実践的な経験とチームワークの構
築を図る。

・会場の手配及び連絡調整 ・大会のＰＲ及び参加者の募集 ・大
会当日の運営

参加小学校 １４校

・会場の手配及び連絡調整 ・大会のＰＲ
及び参加者の募集 ・大会当日の運営

・会場の手配及び連絡調整 ・大会のＰＲ
及び参加者の募集 ・大会当日の運営

・会場の手配及び連絡調整 ・大会
のＰＲ及び参加者の募集 ・大会当日
の運営

役務費　4,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市内小学生
④

対象
指標

市内小学校 校

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

スナッグゴルフの普及と小学生の健全育成を図る。
⑤

成果
指標

参加者数（上限あり） 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市長杯スナッグゴルフ大会の開催
⑥

活動
指標

案内文書配布 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

51 51

事業費計（ア） 千円 0 0 42

一般財源 千円 0 0 42 2 51

0 0.00 0 0.15 1,140

2 51 51 51

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.152 1,140 0.152 1,140 0.152 1,140職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 1,140 1,140 1,140

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,140 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

51

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 1,182 1,142 1,191 1,191

0 1 1 1

0 0 0 0

案内文書配布 回 0 0 1

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

14

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市内小学校 校 0 0 0 0 14 14

0 0 0

成
果
指
標

参加者数（上限あり） 人 0 0 0 0

0 0 0 0

140 140 140

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
参加児童の経験とスナッグゴルフ対抗戦ＪＧＴＯ茨城Ａ地区予選会の前哨戦として，児童の
経験を図る。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
参加児童の経験を図るうえで，必要な大会である。ただし，今年度は予備日を１日設けた
が，悪天候により中止となったので，予備日を２日設けるなどして改善していく必要はある。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
参加賞と傷害保険料の経費であり削減の余地はない。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
平成２６年度より開催した事業である。（悪天候により中止）今後は，予備日を増やしできる
だけ大会を開催できるよう日程調整をする必要がある。地区予選会に参加する児童には，
大会の経験を図るうえで，大事な大会となる。

有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

地区予選会に参加する児童には，大会の経験を図るうえで，大事な大
会となる。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

課題なし。

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 スポーツ振興課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1006516

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 05　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 スポーツ推進委員活動支援事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　スポーツ・レクリエーション
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 04　推進・指導体制の充実

　
補助率

小政策 02　だれもが自ら学び，能力を発揮できる環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

09　教育費 06　保健体育費01　保健体育総務費001100000　スポーツ推進委員活動支援事業 根拠法令 スポーツ基本法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 スポーツ振興計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　スポーツ推進委員は、市民の身近な立
場からスポーツ振興施策の推進を図る
役割があり、各種研修会を通して指導者
としての資質向上を図る。  スポーツ推進
委員数　２９名

・市民の要望に対してスポーツ推進委員との日程調整 ・スポーツ
推進委員を各種研修会へ派遣 ・笠間市スポーツ推進委員協議
会の庶務事務

事業回数 　３００回

・市民の要望に対してスポーツ推進委員
との日程調整 ・スポーツ推進委員を各
種研修会へ派遣 ・笠間市スポーツ推進
委員協議会の庶務事務

・市民の要望に対してスポーツ推進委員
との日程調整 ・スポーツ推進委員を各
種研修会へ派遣 ・笠間市スポーツ推進
委員協議会の庶務事務

・市民の要望に対してスポーツ推進
委員との日程調整 ・スポーツ推進委
員を各種研修会へ派遣 ・笠間市ス
ポーツ推進委員協議会の庶務事務

委員報酬　1,215,000円 旅費
7,000円 役務費　　 　56,000円
負担金 　　　63,000円

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

スポーツ推進委員
④

対象
指標

スポーツ推進委員 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

スポーツ推進委員の活動支援を図る
⑤

成果
指標

活動延日数 日

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

スポーツ推進委員によるスポーツ活動の支援
⑥

活動
指標

活動延日数 日

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

1,341 1,500

事業費計（ア） 千円 1,274 1,197 1,500

一般財源 千円 1,274 1,197 1,500 1,325 1,500

3,000 0.23 1,703 0.14 1,020

1,325 1,500 1,341 1,500

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.136 1,020 0.136 1,020 0.136 1,020職員割合 千円 0.40

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,000 1,703 1,020 1,020 1,020

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,020 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,500

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 4,274 2,900 2,520 2,345 2,520 2,361

0 300 300 300

0 0 0 0

活動延日数 日 348 266 227

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

30

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

スポーツ推進委員 人 30 29 29 0 30 30

0 0 0

成
果
指
標

活動延日数 日 348 266 227 0

0 0 0 0

300 300 300

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

特になし

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である 生涯スポーツやレクリエーションを中心とした、誰もが気軽に取り組めるスポーツの普及に
活躍している。また、指導者としての派遣要請が増えてきており、スポーツ推進委員の職務
が浸透してきている。□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
現在も、スポーツ推進委員を中心とした企画事業を行っているが、さらに事業の拡大を図
り、多くの市民が参加できる事業を進めていく。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
予算は適切な金額である。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

生涯スポーツの実施が求められる現在において、スポーツ推進委員活動はその普及の基
盤となるものであり、現体制の更なる強化を進めていく。

有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

スポーツ推進委員の役割を再認識し、更に
充実した活動をするため、委員による意見交
換を進める。

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

地域スポーツ振興の推進役であるスポーツ推進委員のコーディネー
ターとしての役割が一層期待されており、その責務の重要性とともに、
活躍の場は今後さらに広がっていくと考えられる。スポーツイベント・ス
ポーツ教室の開催・運営にはスポーツ推進委員が必要不可欠である。資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

スポーツ推進委員活動の強化

■


